
サステナビリティ戦略

　DBJグループは、設立以来、経済環境や社会課題が大きく変遷するなかでも、常に「挑戦」と「誠実」という価値観を胸に、お客様が直面する課題に対し、創造
的なソリューションを提供することで、社会の持続的発展に貢献してきました。足下では「気候変動」「自然資本・生物多様性」「サーキュラーエコノミー（循環経済）」
「人権」等が、持続可能な社会の実現に向けた課題として重要となってきていますが、DBJグループは、「経済価値と社会価値の両立」に向け、経営上の重要課題と
して特定したマテリアリティへの取組を通じて、これからも、お客様及び社会の課題を解決し、日本と世界の持続的発展を実現することを目指します。

DBJグループのサステナビリティ基本方針 
（2017年制定）  P.126

足下重要となっているサステナビリティ課題

DBJグループのマテリアリティ（経営上の重要課題） 
 P.36

目的

お客様及び社会の課題を解決し、 
日本と世界の持続的発展を実現

DBJグループが 

目指すサステナビリティ経営
投融資一体などの特色を活かしたビジネスモデルに 

基づく事業活動を通じて、投入する有形・無形の経営
資源の価値を高め、経済価値と社会価値の両立を 

実現するとともに、ステークホルダーとの対話を通じて、
価値創造プロセスの継続的な改善に努めることで、 
持続可能な社会の実現に貢献していく取り組み

金融フロンティアに 
挑戦する人材育成

 P.72–77

リスクマネー供給に 
向けた経営基盤強化

 P.78–83

持続可能な 
インフラ形成

 P.40–47

産業の技術革新 
及び再編成

 P.48–55

潜在力を活かした 
地域創生
 P.56–63

金融分野の市場創造と 
セーフティネット

 P.64–71

サーキュラー 
エコノミー

自然資本・
生物多様性

気候変動 人権
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　気候変動をはじめとする様々なサステナビリティに関する課題への対応方針や
取組状況について、サステナビリティ委員会等において審議のうえ、必要な事項
については経営会議にて審議・決定し、取締役会に報告しています。サステナビ
リティ委員会は事務局を経営企画部サステナビリティ経営室が担い、行内外の情
報の結節点となるほか、各種の施策を推進しています。
　社外有識者と社外取締役で構成される取締役会の諮問機関であるアドバイザ
リー・ボードにおいて、「GRIT戦略」を含めた業務計画等の取組状況の報告を行
うとともに、その審議内容を踏まえて業務計画やリスク管理の高度化への反映を
行っています。

サステナビリティ戦略

サステナビリティ委員会での審議事項（抜粋）

•  カーボンニュートラルに関する方針 •  人権尊重に関する取組の高度化
•  TCFDを巡る動向と対応方針 •  環境・社会に配慮した投融資の取組方針
•  TNFDを巡る動向と対応方針  等

ALM・ 

リスク管理委員会
気候変動リスクのリスク
管理に関する取組状況
について審議・報告

取締役会

経営会議

サステナビリティ委員会
経済価値と社会価値の両立、ステークホルダーとの対
話に関する事項や、気候変動をはじめとする様々なサ
ステナビリティに関する課題への対応方針や取組状況
について審議・報告

アドバイザリー・ボード

事務局： 

経営企画部サステナビリティ経営室

サステナビリティマネジメント 持続可能な社会の実現に向けた  

DBJグループのこれまでの取組

1960～　環境対策事業の投融資
高度経済成長期より、公害防止等のための環境対策事業に対して、 
投融資を実施してきました。

• 汚水処理融資　• 排煙脱硫融資　• オゾン層保護融資　など

2000～　サステナブルファイナンスの牽引
世界初の環境格付融資の創設・実施や、日本の発行体として初めてのグリーン 

ボンドの発行等、サステナブルファイナンスを牽引してきました。
2001年： 国連環境計画（UNEP）の金融機関声明に署名（日本の金融機関として初）

2004年： 「DBJ環境格付融資」創設・開始（世界初）

2011年： 「DBJ Green Building認証」創設・開始

2014年： グリーンボンド発行（日本の発行体として初）

2017～　サステナビリティ経営の深化
DBJグループの注力領域を意識しながら、持続可能な社会の実現に向けた取組
を推進しています。
2017年： サステナビリティ基本方針制定、サステナビリティ委員会設置、 

｢ビジョン2030」策定

 2021年： 「GRIT戦略」策定

2023年： 「DBJグループのマテリアリティ」再整理

2026年： 「未来価値共創プログラム」の開始

　DBJグループは、産業公害克服の時代に始まり、時代の変化に応じて、サステ
ナビリティにかかる課題に取り組んできました。今後も、持続可能な社会の実現に
向けた様々な取組を進めていきます。
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サステナビリティ戦略

気候変動・自然資本への対応（TCFD・TNFDに基づく情報開示） 

ガバナンス

気候  自然   気候変動・自然資本を含むサステナビリティ課題への対応方針や取組状況について、経営会議傘下のサステナビリティ
委員会において審議のうえ、必要な事項については経営会議にて審議・決定し、取締役会に報告

気候  自然    取締役会の諮問機関であり社外有識者と社外取締役で構成されるアドバイザリー・ボードにおいて、サステナビリティ
に関する取組状況等を報告、業務計画やリスク管理の高度化への反映を実施

戦略

気候  自然   シナリオ分析等を通じ、気候関連機会・リスクに関するDBJグループへの影響を分析・評価
気候  自然   脱炭素社会の実現に貢献すべく、「トランジション方針」等のもと、エンゲージメント活動を推進しながら、お客様の 

課題解決に向けたソリューションを提供
気候  自然   ネイチャーポジティブ経済への移行に向けたファイナンスやナレッジ提供等の取組を推進
気候  自然  投融資ポートフォリオ・国内外の自社拠点における自然への依存及び影響の分析

リスク管理

気候  自然   「環境・社会に配慮した投融資方針」にて、環境・社会に対して重大なリスクまたは負の影響を内包する可能性が高い
事業や特定セクターへのファイナンスについて、投融資活動の取組方針を規定

気候  自然   赤道原則に基づき、営業担当部及びストラクチャードファイナンス部（環境社会評価室）が、プロジェクトファイナンス
等の環境・社会リスクの特定、評価及びモニタリングを実施

気候  自然   経営会議傘下のALM・リスク管理委員会において、気候関連リスク管理の取組状況を報告・審議

指標と目標

気候  自然 目標 実績

GRIT関連投融資額（2021年度以降の累計額） 12.0兆円 2030年度 5.7兆円 2025年度

Scope1・2 ネットゼロ 2030年度 826t-CO2e 2025年度

Scope3
電力セクター 138～265g-CO2e/kWh 2030年度 345g-CO2e/kWh 2024年度

石油・ガスセクター 2022年度比11～26%削減 2030年度 2022年度比17%削減 2024年度
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サステナビリティ戦略

トランジション方針（2023年度策定）

　多排出産業のお客様による中長期的な移行
計画に基づくGHG排出量削減につながる取組
への資金供給を行い、脱炭素化に向けて地域
を含めたトランジションを進めることで、2050

年までのGHG排出量ネットゼロの達成を目指
します。
　燃料価格高騰や地政学リスク等の不透明性
が高まるなか、社会の持続可能性と脱炭素に向
けた投資の両立に向けて多排出産業への資金
供給を行うことで、DBJへ割り当てられるGHG

排出量は一時的に増加するものの、これらは脱

炭素に向けた社会のトランジションには必要不
可欠であることから、お客様の移行に資する投
資への資金供給に積極的に取り組む方針です。
産業や地域横断的な脱炭素化への対応に向け
ては、金融による課題解決のみならず、産業界
や地域のステークホルダーに対する提言の実施
やナレッジ面でのサポートを強化していきます。
また、クライメートテックや、核融合等の新技術
をはじめとするイノベーションに向けたスタート
アップ等への資金供給面においても、積極的に
お客様をサポートしていきます。

  現実的な移行（トランジション）：エネルギー安定供給等との両立
　2015年のパリ協定採択以降、各国政府や業界団
体・企業が脱炭素社会に向けた意思表明を行ってお
り、気候変動の緩和と適応に向けた動きが加速してい
ます。日本政府も、2020年10月に「2050年カーボン
ニュートラル」を宣言し、その実現に向けて各種の政
策が進められています。
　そのなかでは、社会の安定や持続可能性もまた不
可欠であり、カーボンニュートラルに向けて一辺倒に
取り組むだけではなく、各国・地域の事情等を踏ま
えた現実的な移行（トランジション）を模索すること
が重要であると考えられます。

　我が国のカーボンニュートラルに向けては、デジタ
ル化の進展等による将来のエネルギー需要拡大の
可能性も見据えながら、エネルギーの安定供給と
カーボンニュートラルに向けた取組を両立させる現
実的な移行（トランジション）を推進するとともに、非
連続なイノベーション技術の開発促進により、カー
ボンニュートラルに向けた阻害要因となる技術的課
題やコストの大きさ等を乗り越え、ひいては産業競
争力の維持・強化につなげていくことも重要となり
ます。

カーボンニュートラルに関する基本的な考え方 
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•  設備投資計画調査
•  「地域×トランジションのあり方」提言 

レポート
•  民間金融機関等と連携したシンポジウム・ 

セミナー等の開催　など

•  政府・自治体等が主催する審議会・研究会等での意見発信
•  国内外の各種イニシアティブへの参画を通じた提言・意見発信　など

•  各地のカーボンニュートラル協議会への関与　など

•  多排出セクターのお客様を中心とした建設的対話
•  設備投資計画調査の結果を踏まえて定期的に実施
する、企業トップの方々との対談　など

　DBJグループは、2050年までの投融資ポートフォリオのGHG排出量ネットゼロという目標に向けて、お客様の脱炭素に向けた取組をサポートするべく、サステナブ
ルファイナンスやアドバイザリーサービス、コンサルティングサービスを提供するほか、グループ全体でクライメートテックや新技術へのリスクマネー供給などに取り組ん
でいます。このような取組にあたっては、トランジション方針等を踏まえたエンゲージメント活動に注力していますが、具体的には、政府や地域、産業界への提言やナレッ
ジ発信等を実施しながら、お客様との建設的な対話を推進することで、お客様の課題解決に向けたサポートのあり方を追求しています。

継続的な 
ナレッジ蓄積・ 
生産と発信

1
政策・制度設計 
への貢献

2 業界・地域における 
連携の場づくり 
への貢献

3

お客様との 
建設的な対話

4

お客様をサポートする 
ファイナンス・サービスの提供

エンゲージメント活動

エンゲージメント活動 

サステナビリティ戦略 はじめに 価値創造の考え方 価値創造の実践 価値創造を支える 
経営基盤

グループ体制ほか108



政策  国内外政策・イニシアティブ動向

技術  GX技術の全体感・新技術動向

業種  多排出産業の業界動向

個社  個社ごとの戦略分析

対話を通じて新たなニーズを把握し、 
お客様をサポートするファイナンス・サービスを提供

•  サステナブルファイナンス
•  アドバイザリー、コンサルティング
•  クライメートテックや新技術等へのリスクマネー供給　など

4 お客様との建設的な対話

  目指すアプローチのイメージ
　政策や技術、業界の動向に加え、お客様の経営戦略等を的確に分析したうえ
で、お客様との建設的な対話（エンゲージメント）を推進することにより、お客様の
課題について理解を深めるとともに、DBJグループからお客様に対して問題提起
や仮説提示を行いながら、課題解決に向けたサポートのあり方を追求しています。

  具体的な取組事例
多排出セクターのお客様を中心とした建設的対話
　2030年中間削減目標の設定対象である電力・石油・ガスセクターについては、
DBJグループによる定量的な将来シミュレーションも活用しながら、お客様の脱
炭素に向けた今後の取組や課題等について、建設的な対話を推進しています。そ
の他の多排出セクターについても、DBJグループのエンゲージメント力を高めな
がら、建設的な対話を進めています。

業種横断的な取組の推進
　新たなエネルギーキャリアとしてトランジション上重要となる、水素・アンモニア
や蓄電池等については、業種横断的・地域横断的な取組を要する状況にあるこ
とから、DBJグループ横断的な情報共有の仕組みを構築し、お客様との建設的な
対話に活かしています。

企業トップの方々との定期的な対談
　我が国産業界の設備投資の基本的動向を把握することを目的に、1956年より
毎年「設備投資計画調査」を実施していますが、その調査結果をもとに、脱炭素関
連事項を含め、企業トップの方々との対談・意見交換も実施しています。

ソリューション 

提供

対話

お客様との 

建設的な対話
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飼料・肥料・
油脂原料／製品等 

再資源化創循グループ 
レンダリング工場

サステナビリティ戦略

　持続可能な社会の実現に向けて、従来の大量生産・大量消費・大量廃棄を前
提とした線形経済の限界が意識されるなか、製品の全段階において資源を効率
的に活用する循環経済への期待が世界的に高まっています。DBJグループは、循
環経済への移行に向けたお客様の取組を積極的にサポートしていきます。

  畜産業における循環経済への取組のサポート 特定投資

　創循グループは、レンダリング事業及び飼料用油脂等の販売・卸業を行ってい
ます。レンダリング事業とは、牛・豚・鶏等の家畜を食肉処理する過程で発生する
骨や内臓等の不可食部位（畜産副産物）を加熱処理し、動物性油脂等として再資
源化する事業です。また、工場内のエネルギーのほぼ全量は、地域の養鶏場など
から発生する鶏畜糞を発電ボイラーで燃焼させることで賄っており、地域の脱炭
素化にも貢献しています。同グループは鶏畜糞処理能力強化を目的に鶏畜糞発
電ボイラーの新設を計画していますが、本件は畜産業の発展やグリーン社会の実
現等に資する取組であることから、DBJは「特定投資業務*」を活用し、リスクマ
ネーを供給しました。
* 「特定投資業務」の一環である「グリーン投資促進ファンド」を活用

DBJグループのサーキュラーエコノミーへの取組例

ファイナンス

  お客様の資源循環の取組に対する投融資の実施（（株）アサカ
理研に対するシンジケート・ローンの組成等）
  再資源化技術の開発等に取り組むスタートアップへの資本
参加（（株）アールプラスジャパン等）

ナレッジ
  お客様の資源循環の事業化に対するコンサルティングサービ
スの提供
  循環経済にかかる調査レポートの発行

パートナー 

シップ
  サーキュラーエコノミーに関する産学官のパートナーシップ
であるサーキュラーパートナーズへの参画

循環経済

製品

利用

リサイ
クル

原材料

製品

利用

廃棄物

線形経済

再設計

原材料

サーキュラーエコノミー（循環経済）への転換に向けた取組 

仕入 販売・輸出製造

地域の畜産業 
食肉処理業者等

畜産副産物等 
（鶏糞・畜糞等を含む）

畜産関連産業へ再循環

鶏糞・ 
畜糞ボイラーで 
熱・エネルギー供給

海外・商社等 

鶏糞ボイラー

投入

投入
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サステナビリティ戦略

  ネイチャーポジティブに向けた金融機関のアライアンス
　DBJグループは、三井住友フィナンシャルグループ、MS&ADインシュアランス グ
ループ ホールディングス、農林中央金庫と共に、企業活動のネイチャーポジティブ
転換の促進・支援を目的にFANPSを設立しまし
た。FANPSでは、2025年に、金融機関の視点か
らネイチャーポジティブに向けた取組の要点を整
理したコンセプトペーパーを公表しました。同ペー
パーでは、自然関連リスク管理やビジネス機会の
捕捉を中長期的な成長につなげる「4つのコアア
プローチ」を提示し、企業の皆様が最初の一歩を
踏み出すための糸口を整理しています。

　DBJグループは、自社の活動のみならず、投融資先であるお客様の経済活動を通
じて、自然資本と依存・影響関係にあると認識しています。DBJグループは、経済活 

動と自然資本の依存・影響関係がもたらすリスクと機会を把握し、お客様の取組を 

サポートすることを通じて、ネイチャーポジティブ経済への移行に貢献していきます。
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DBJグループの自然資本・生物多様性への取組例

ファイナンス
  自然資本・生物多様性に関連する事業を展開するスタート
アップやファンドへの出資（ソニーグループが設立したネイ
チャーテック企業である（株）SynecOへの出資等）

ナレッジ
  お客様の自然資本・生物多様性への取組に対するコンサ
ルティングサービスの提供

  自然資本・生物多様性にかかる調査レポートの発行

パートナー 

シップ

  瀬戸内海復権プロジェクトにかかる香川大学との連携協定
の締結
  ｢Finance Alliance for Nature Positive Solutions」
（FANPS）の設立

グループ

自然資本

  ネイチャーポジティブに向けた 
FANPSシンポジウムの開催

　FANPSでは、同ペーパーの公表に
合わせ、「自然関連のリスクと機会へ
の対応を企業の成長シナリオにどう
つなげるか、企業と金融機関でとも
に考える」をテーマに、関係省庁や 

ネイチャーポジティブに取り組む企業
の皆様によるシンポジウムを開催しま
した。

事例

ネイチャーポジティブに向けた自然資本・生物多様性への取組 
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